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第１章 アクションプランの基本事項 

第１節 アクションプランの目的 

田原市国土強靭化地域計画に掲げる施策を確実かつ計画的に推進するため、

具体的な取組内容や目標値を記載した「田原市国土強靭化アクションプラン（以

下、「アクションプラン」という。）」を取りまとめた。 

このアクションプランに基づき施策を実施するとともに、毎年度、施策の進

捗状況の把握等を行い、強靭化の取組を推進していく。 

第２節 計画の期間 

アクションプランに定める期間は、平成28年度から５箇年とし、毎年度、施

策の進捗管理を行い、社会状況、事業の進捗状況等に合わせ、必要に応じ、見

直しを図ることとする。 

第３節 推進体制及び進行管理 

社会情勢、全国的な防災課題を踏まえつつ、地域における課題を十分に掌握、

整理し、地域との合意形成の上、市民・地域・団体・事業者・行政とが一体と

なって推進するものとする。 

また、事業全体の進行管理を図るとともに、必要に応じて外部有識者等の意

見を聞く機会を設け、アクションプランに盛り込まれた事業項目の確実な実施

や諸課題の解決を図る。 

第４節 地域計画における目標及び起きてはならない最悪の事態 

地域計画で示した、 

・災害等の発生に対する４つの基本目標 

・大規模自然災害を想定した事前に備えるべき８つの目標 

・その妨げとなるものとしての39の「起きてはならない最悪の事態」 

・「起きてはならない最悪の事態」のうち、事態が回避されなかった場合の

影響の大きさ又は重要性、緊急度等を考慮して重点化すべきプログラムと

して選定した10の事態 

は次表のとおりである。 
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基本目標 事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態 

1 人命の保護が

最大限図られる

こと 

2 地域社会の重

要な機能が致命

的な障害を受け

ず維持されるこ

と 

3 住民の財産及

び公共施設に係

る被害の最小化

が図られること 

4 迅速な復旧復

興を可能にする

こと 

1 

大規模自然災害が発生したと

きでも人命の保護が最大限図

られる 

1-1 
大規模地震による建物等の大規模倒壊や火災による死傷

者の発生 

1-2 大規模津波等による多数の死者の発生 

1-3 
大規模自然災害による広域かつ長期的な市街地等の浸水

等 

1-4 大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生 

1-5 
情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷

者の発生 

2 

大規模自然災害発生直後から

救助・救急、医療活動等が迅

速に行われる（それがなされ

ない場合の必要な対応を含

む） 

2-1 
被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長

期停止 

2-2 多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発生 

2-3 
自衛隊、警察、消防等の被災等による救助・救急活動等

の絶対的不足 

2-4 
救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途

絶 

2-5 
想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者の発生による混

乱 

2-6 
医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの

途絶による医療機能の麻痺 

2-7 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

3 

大規模自然災害発生直後から

必要不可欠な行政機能は確保

する 

3-1 信号機の全面停止等による重大交通事故の多発 

3-2 
地方行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な

低下 

4 

大規模自然災害発生直後から

必要不可欠な情報通信機能は

確保する 

4-1 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止 

5 

大規模自然災害発生後であっ

ても、経済活動（サプライチ

ェーンを含む）を機能不全に

陥らせない 

5-1 サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下 

5-2 
社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネル

ギー供給の停止 

5-3 コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等 

5-4 海上輸送の機能の停止による海外貿易への甚大な影響 

5-5 基幹的陸上海上交通ネットワークの機能停止 

5-6 
金融サービス等の機能停止により商取引に甚大な影響が

発生する事態 

5-7 食料等の安定供給の停滞 

6 

大規模自然災害発生後であっ

ても、生活・経済活動に必要

最低限の電気、ガス、上下水

道、燃料、交通ネットワーク

等を確保するとともに、これ

らの早期復旧を図る 

6-1 
電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油・

LP ガスサプライチェーンの機能の停止 

6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止 

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

6-4 地域交通ネットワークが分断する事態 

6-5 異常渇水等により用水の供給の途絶 

7 
制御不能な二次災害を発生さ

せない 

7-1 住宅地での大規模火災の発生 

7-2 海上・臨海部の広域複合災害の発生 

7-3 沿線・沿道の建物倒壊による直接的な被害及び交通麻痺 

7-4 
ため池、防災施設等の損壊・機能不全による二次災害の

発生 

7-5 有害物質の大規模拡散・流出 

7-6 農地・森林等の荒廃による被害の拡大 

7-7 風評被害等による経済等への甚大な影響 

8 

大規模自然災害発生後であっ

ても、地域社会・経済が迅速

に再建・回復できる条件を整

備する 

8-1 
大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復

興が大幅に遅れる事態 

8-2 

道路啓開等の復旧・復興を担う人材等（専門家、コーデ

ィネーター、労働者、地域に精通した技術者等）の不足

により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

8-3 
地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復

興が大幅に遅れる事態 

8-4 
基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事

態 

8-5 
広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害の発

生により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

※網掛けは、重点化すべきプログラム 



第２章　田原市強靭化アクションプラン

1-1 大規模地震による建物等の大規模倒壊や火災による死傷者の発生 ※

28 29 30 31 32

1
合同訓練の実施 関係機関と合同訓練を実施

する。
合同訓練　2回/年 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 合同訓練　年1回

受援訓練　年1回
市（消防ほ
か）

2

耐震性防火水槽
の整備

老朽化した防火水槽につい
て、消防施設等整備事業計
画に基づき、計画的に耐震
性防火水槽へ更新する。

防火水槽(729基)
の耐震化率　41％
（H27.3）

耐震性防火水槽
整備3基

耐震性防火水槽
整備10基

耐震性防火水槽
整備10基

耐震性防火水槽
整備10基

耐震性防火水槽
整備10基

耐震化率　47％
（H32年度）

市(消防)

3

消防団員の確保 消防団員の処遇改善や、活
動の見直し、消防団応援事
業所制度等により、更に魅
力ある消防団づくりを行
い、団員の確保に努める。
定数720人

団員充足率100％
基本団員割合95％
機能別団員割合
5％
（H27.4）

魅力ある消防団
づくりと団員の
確保

魅力ある消防団
づくりと団員の
確保

魅力ある消防団
づくりと団員の
確保

魅力ある消防団
づくりと団員の
確保

魅力ある消防団
づくりと団員の
確保

団員充足率100％
基本団員割合
100％
（H32年度）

市(消防)

4

一般住宅耐震化
の支援

一般住宅の耐震診断・耐震
改修を支援する。

住宅の耐震化率
86％（H27.3）

木造住宅耐震診
断の実施
設計及び改修工
事費の支援

木造住宅耐震診
断の実施
設計及び改修工
事費の支援

木造住宅耐震診
断の実施
設計及び改修工
事費の支援

木造住宅耐震診
断の実施
設計及び改修工
事費の支援

木造住宅耐震診
断の実施
設計及び改修工
事費の支援

住宅の耐震化率
95％
（H32年度）

市(建築)

5
啓発活動及び耐
震診断ローラー
作戦の実施

ほーもん講座、防災講演会
等の開催や耐震診断のロー
ラー作戦を実施する。

出前講座13校
ローラー作戦787
件

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施
市(建築)

6
簡易耐震対策支
援の推進

簡易耐震対策助成事業(簡
易補強・屋根軽量化・防災
ベッド)を推進する。

助成件数　4件
（H26年度）

簡易耐震改修支
援

簡易耐震改修支
援

簡易耐震改修支
援

簡易耐震改修支
援

簡易耐震改修支
援

耐震化されない
5％の減災化
（H32年度）

市(建築)

7

人にやさしい住
宅リフォーム事
業の拡充

高齢者・障がい者世帯等へ
の安全な居住空間を確保す
るため防災ベッド、防災
シェルター等整備に対し支
援を行う。

助成件数　0件
（H26年度）

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

市(高福)

窓ガラス飛散防止
対策　小中学校4
校（H27年度）

実施 継続実施 継続実施 継続実施
―

窓ガラス飛散防
止対策100％
（H31年度）

市(教総)

窓ガラス飛散防止
対策が必要な保育
園5園（H27.4）

実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 窓ガラス飛散防
止対策100％
（H32年度）

市(子育て)

介護保険事業所等
関係する施設への
周知

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施
市(高福)

番号 アクション名 アクション内容
実施年度

事業主体現状値 目標値

【１】大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる

8

窓ガラス飛散防
止対策等の推進

公共施設の窓ガラスへの飛
散防止フィルム、飛散防止
蛍光灯等を整備する(市民
の利用度が高い公共施設
等)。
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28 29 30 31 32
福祉避難所4施
設、災害ボラン
ティアセンター1
施設は対策実施済
み
その他障害福祉施
設には整備の必要
性を周知

周知継続 周知継続 周知継続 周知継続 周知継続 周知継続

市(地福)

耐震化が必要な施
設数
小中学校25校
（H27.3）

― ― ― ― ―

耐震化が必要な
施設数
小中学校0校
（H28.3）

市(教総)

耐震化が必要な施
設数
市民館8施設
（H27.3）

耐震化実施

― ― ― ―

耐震化が必要な
施設数
市民館0施設
（H29.3)

市(文生)

10

集会所等の耐震
化

地区集会所等の耐震改修を
促進する。

集会所等の耐震化
率
木造81.6％
非木造86.2％
（H27.3）

耐震改修支援
（東久保、鋪
地、門前、浅
場）

耐震改修支援
（北島、清吾）

耐震改修支援 耐震改修支援 耐震改修支援 耐震化率
木造93.9％以上
（H32年度）

地域・市(防
災)

11

ブロック塀等耐
震改修工事費助
成の推進

道路または避難地に面し、
地震発生時における倒壊ま
たは転倒の危険性のあるブ
ロック塀などの撤去及び安
全な塀に改修する工事につ
いての補助の利用を促進す
る。

助成件数5件
（H26年度）

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

市(建築)

12

公園緑地の整備 延焼防止の緑地帯の形成
や、地震や火災の際の安全
な一時避難場所としての公
園緑地の整備を推進する。

都市公園の供用面
積（市全体）5.84
㎡/市民1人当たり ―

福江公園整備
5.90㎡/市民1人
当たり

都市公園の供用
面積（市全体）
6.01㎡/市民1人
当たり（H32年
度）

市(街づくり)

13

狭あい道路の解
消

火災が起きた際の類焼を予
防し、かつ消防車・救急車
等の緊急車両の通行を容易
にするため、また、交通弱
者の安全面からも、狭あい
道路の解消を図る。

要綱に基づく測
量、分筆、道路
整備補助、用地
取得

要綱に基づく測
量、分筆、道路
整備補助、用地
取得

要綱に基づく測
量、分筆、道路
整備補助、用地
取得

要綱に基づく測
量、分筆、道路
整備補助、用地
取得

要綱に基づく測
量、分筆、道路
整備補助、用地
取得

市(土木)

14
防災リーダー研
修の充実

自主防災活動の中心となる
防災リーダー育成のため、
研修を充実する。

研修会　1回/年
（H27年度）

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施
市(防災)

9

非構造部材等の
耐震化

小中学校体育館・武道場、
市民館多目的ホールの吊り
天井撤去等の非構造部材の
耐震化の早期完了を図る。

事業主体番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値
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28 29 30 31 32

15

防災意識啓発事
業の拡充

市民等を対象としたほーも
ん講座等の開催を通じて、
防災・減災意識の高揚を図
る。

ほーもん講座受講
者数2,137人（H26
年度）

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 ほーもん講座受
講者数年間3,000
人
（H32年度）

市(防災)

16
子ども防災教室
の実施

小学生を対象に、人形劇等
により地震・津波に対する
知識を普及啓発する。

子ども防災教室実
施校　2校（H26年
度）

４校 ４校 ３校 ３校 ３校 6年間で全小学校
で実施

市(防災、学
教)

17

救命講習受講者
の拡大

大規模災害時の救命率を高
めるため、救命講習の受講
者の年齢層を拡大し受講者
を増やしていく。

受講者数4,716人
（H22～H26年度の
平均値）

継続 継続 継続 継続 継続 受講者数　年
5,000人（H32年
度）

市(消防)

18

防災訓練への参
加促進

自主防災会一斉防災訓練へ
の外国人、小中学生の参加
を促す。

参加者数
外国人63人
(4.9%)、小中学生
569人(10.8%)
（H26年度）

参加促進 参加促進 参加促進 参加促進 参加促進 参加者数
外国人15％
小中学生30％
（H32年度）

市(防災、学
教)

19

小中学校等にお
ける防災訓練・
防災教育の充実

保育園や小中学校における
防災訓練・防災教育を充実
する。

防災訓練・教育実
施園　20園

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 定期的な防災訓
練・教育の実
施、職員の防災
教育の実施

市(子育て、
学教)

20

保育園児・小中
学生の避難対策
の推進

保育園や小中学校、地域・
周辺事業者等と連携した避
難体制を確立する(避難
ルートの選定・訓練の実施
等)。

危機管理マニュア
ル等作成、訓練実
施

マニュアル見直
し、訓練実施

マニュアル見直
し、訓練実施

マニュアル見直
し、訓練実施

マニュアル見直
し、訓練実施

マニュアル見直
し、訓練実施

保護者、地区自
治会等と連携し
た避難体制、避
難方法等の確立

市(子育て、
学教)・地
域・事業者

1-2 大規模津波等による多数の死者の発生 ※

28 29 30 31 32

1 合同訓練の実施 1-1-1を再掲

2
津波防災地域づ
くりの推進

津波防災地域づくり推進計
画を策定し、計画的に津波
対策を実施する。

津波防災地域づく
り推進計画を策定
（H27年度）

―
国、県、市、
民間、地域等

3

避難勧告等の判
断基準の見直し

避難勧告等の判断基準の定
期的な見直しを行うととも
に、住民への周知・啓発を
行う。

H26.3避難勧告等
の判断基準作成、
H26.7見直し

見直し
周知・啓発

見直し
周知・啓発

見直し
周知・啓発

見直し
周知・啓発

見直し
周知・啓発

見直し
周知・啓発

市(防災)

4
観光客の避難誘
導方法の検討

施設管理者がいない場所で
の観光客の避難誘導につい
て検討する。

―
整備箇所、情報
伝達方法等の検
討

津波避難標示整
備

津波避難標示整
備

情報通信手段の
多重化により対
応

情報通信手段の
多重化により対
応

市(総務、防
災、商工)

事業主体現状値 目標値番号 アクション名 アクション内容
実施年度

計画に基づき事業実施（詳細は津波防災地域づくり推進計画に記載）

アクション内容 現状値
実施年度

目標値 事業主体番号 アクション名
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5

情報通信手段の
多重化

災害前の警報や直後の避難
情報を、市民等へ確実に届
けるための手段を整備す
る。また、被災後の状況把
握等の情報収集手段につい
ても検討する。

防災カメラ・防災
行政無線整備、デ
ジタル無線・衛生
携帯電話配備、
メール配信システ
ム導入済み

手段検討 基本計画策定 実施計画策定 事業実施 事業実施

市(防災)

6

防災公園等の整
備

笠山公園の再整備(防災公
園)を図るとともに、津波
避難のための場所・時間が
確保できない地域について
は、高台等を整備する。

笠山農村広場整備
津波避難マウンド
調整（H27年度）

津波避難マウン
ド
　堀切工事
　小中山調整

津波避難マウン
ド
　堀切工事
　小中山工事

津波避難マウン
ド
　小中山工事

― ―

笠山農村広場整
備完了(H27年
度）
津波避難マウン
ド整備完了
　堀切(H29年度)
　小中山(H30年
度)

市(農政、防
災)

7

津波避難看板等
の設置(『道標』
プロジェクト)

津波避難に時間的猶予がな
い地域や、観光客等が集ま
る地域を中心に、誰でも分
かりやすい津波避難看板の
設置、避難路等の整備を推
進する。

道標プロジェクト
を実施（H25年度
～）

津波避難標示
（太平洋沿岸）

― ― ― ― 市(防災)

8
避難路等の整備
(市道)

避難路等に指定された道路
の拡幅・改良等を推進す
る。

避難路等の拡
幅、改良等の実
施

避難路等の拡
幅、改良等の実
施

避難路等の拡
幅、改良等の実
施

避難路等の拡
幅、改良等の実
施

避難路等の拡
幅、改良等の実
施

市(土木)

9

避難行動要支援
者支援計画及び
個別計画の策定

手上げ方式による避難行動
要支援者登録及び地域と連
携した個別支援計画を策定
する。

登録率29％（年1
回更新）
（H27.3）

個別計画策定 個別計画策定 個別計画策定 個別計画策定 個別計画策定

市(地福)

10

県道城下田原線
の整備

汐川河口部地域を横断する
同県道について、防災面に
配慮した道路構造の調査、
検討し、整備を推進する。

県（建設
部）、市（土
木）

H35年度までに
・河川堤防の耐
震化　約5㎞
・海岸堤防の耐
震化　約5㎞
・海岸堤防の補
強・補修　約1㎞

赤羽根漁港海岸
整備済L=8.955㎞

設計 設計・工事 工事 工事 工事 ・漁港海岸堤防
の耐震化0.39㎞

農林水産省海岸区
域内11.1㎞整備完
了（H26年度）

県（農林水産
部）

11

県（建設部）

津波等により浸水すること
を防ぐため、堤防等の耐震
化を推進する。また、粘り
強い構造への強化等を推進
する。

河川・海岸堤防
の耐震化等の推
進

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値 事業主体
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28 29 30 31 32

12

漁港等の整備(市
管理施設)

津波避難のリードタイムを
確保するため、市管理漁港
における海岸堤防等の改修
を実施する(伊川津漁港)。

― ―

海岸保全施設点
検・機能保全計
画策定

―

海岸堤防改修

市(土木)

13

水閘門の耐震化 河川・海岸にある水閘門
が、地震後も操作が可能と
なるよう耐震補強等を推進
する。

H35年度までに
・河川の水門等
の耐震化3施設
・港湾海岸の水
門等の耐震化4基
・漁港海岸の水
門等の耐震化1基

県（建設部）

ポンプ場・送水場・排水機
場等における非常用電源の
確保や耐震補強等を実施、
また液状化対策を検討す
る。

H27年度末で4ポン
プ場の内3ポンプ
場浸水対策完了
H28年度から耐震
補強等実施

ポンプ場耐震補
強等実施

ポンプ場耐震補
強等実施

ポンプ場耐震補
強等実施

― ―

耐震補強75％
（H30年度）

市(下水)

地震後の地域の排水機能を
確保するため、農業用排水
機場の耐震化、農業用排水
路の整備を推進する。
・排水機場の耐震化
・排水路の耐震化

H35年度までに
・排水機場3か所
・排水路2.6㎞整
備

県（農林水産
部）

操作者の安全を確保するた
め、港湾部、二級河川等の
角落の壁体化及び陸閘化の
整備を促進する。

樋門：電動7か
所、手動7か所
角落の壁体化及び
陸閘化

整備要望 整備要望 整備要望 整備要望 整備要望

市(土木)→県

津波の到達時間が短い地域
における河川・海岸の主要
な水門等の自動閉鎖化・遠
隔操作化を推進する。

H35年度までに
・河川の水門等
の自動閉鎖化・
遠隔操作化3施設
・港湾海岸の水
門等の自動閉鎖
化・遠隔操作化4
基
・漁港海岸の水
門等の自動閉鎖
化・遠隔操作化1
基

県（建設部）

16

海岸防災林の機
能の維持・向上

堤防の背後に位置し、飛砂
防備や潮害防備とともに津
波の減勢効果を併せ持つ海
岸防災林の機能の維持・向
上を図る。
・継続的な保育、改植工等
の実施

H35年度までに、
海岸防災林の整
備　270ha

県（農林水産
部）

15

河川・海岸の水
門等の自動閉鎖
化・遠隔操作化
等

番号 アクション名

14

ポンプ場・送水
場・排水機場等
の機能強化

アクション内容 現状値
実施年度

目標値 事業主体
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17

津波対策の推進 日出～和地地区において、
地域における総合的な津波
対策（多重防護）や整備に
関する協議等を踏まえ海岸
保全施設の規模、配置等を
詳細に設定し、津波から背
後集落の生命・財産を守る
対策を行う。

県（建設部）

18

地域ルール及び
避難方法の検討

避難困難地域や要配慮者の
避難方法として、地域ルー
ルや徒歩以外での避難方法
について検討する。

津波防災地域づく
り推進計画におい
て、避難困難地域
を抽出（H27年
度）

周知継続・必要
に応じ地域とと
もに検討

周知継続・必要
に応じ地域とと
もに検討

周知継続・必要
に応じ地域とと
もに検討

周知継続・必要
に応じ地域とと
もに検討

周知継続・必要
に応じ地域とと
もに検討

地域、市(防
災、地福、高
福）

19
防災訓練への参
加促進

1-1-18を再掲

20
避難行動要支援
者支援計画及び
個別計画の策定

1-2-9を再掲

21
防災リーダー研
修の充実

1-1-14を再掲

22
防災意識啓発事
業の拡充

1-1-15を再掲

23
子ども防災教室
の実施

1-1-16を再掲

24
普通救命講習受
講者の拡大

1-1-17を再掲

25

防災マップ等の
作成

地震・津波ハザード及び標
高、避難場所等を記載した
防災マップ、防災減災お役
立ちガイド、避難場所・避
難経路を記載した地区マッ
プ、中国語・英語版の防災
マップを作成する。

防災マップ(H26年
度改訂）、地区
マップ、防災マッ
プ外国語版、防災
減災お役立ちガイ
ド（H27年度改
訂）

必要に応じ内容
校正、増刷

必要に応じ内容
校正、増刷

必要に応じ内容
校正、増刷

必要に応じ内容
校正、増刷

必要に応じ内容
校正、増刷

市(防災)

26

帰宅支援ルート
マップの作成

臨海部の就業者が、災害時
に安全に自宅に帰宅できる
ように「災害時徒歩帰宅支
援ルートマップ」を作成・
配布する。

徒歩帰宅支援ルー
トマップ改訂
（H27年度）
作成：3万部
啓発配布数：
15,000人

配布・啓発 配布・啓発 配布・啓発 配布・啓発 見直し 作成：3万部
啓発配布数：
15,000人

市(防災、企
業)・田原臨
海企業懇話会

27

観光パンフレッ
ト等の作成

地理に詳しくない観光客等
が見ても分かりやすい避難
場所等を表示した観光パン
フレットを作成する。

津波避難施設・場
所を「たはら旅手
帳」に記載

必要に応じ内容
校正、増刷

必要に応じ内容
校正、増刷

必要に応じ内容
校正、増刷

必要に応じ内容
校正、増刷

必要に応じ内容
校正、増刷

市(商工)

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値 事業主体
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28
保育園児・小中
学生の避難対策
の推進

1-1-20を再掲

29
小中学校等にお
ける避難訓練・
防災教育の充実

1-1-19を再掲

1-3 大規模自然災害による広域かつ長期的な市街地等の浸水等 ※

28 29 30 31 32

1
避難勧告等の判
断基準の見直し

1-2-3を再掲

2

高潮対策の検討 堤外地の高潮対策につい
て、関係機関でハード・ソ
フト対策を含めた検証を行
いながら、方策を検討す
る。

三河港ＢＣＰにお
いて、高潮回避対
策を検討

避難対策に関す
る周知・啓発、
方策検討

避難対策に関す
る周知・啓発、
方策検討

避難対策に関す
る周知・啓発、
方策検討

避難対策に関す
る周知・啓発、
方策検討

避難対策に関す
る周知・啓発、
方策検討

国、県、市
(防災、企
業)、民間

3
河川・海岸堤防
の耐震化等の推
進

1-2-11を再掲

4
漁港等の整備(市
管理施設)

1-2-12を再掲

5 水閘門の耐震化 1-2-13を再掲

6

河川・水路整備
方針等の策定

近年頻発する豪雨浸水被害
発生状況を再点検し、必要
な整備優先度の確認及び実
施の方針を策定する。

―

現況施設把握調
査

現況施設把握調
査

浸水被害等発生
状況調査

河川・水路整備
方針等検討

河川・水路に関
する整備計画策
定

H32年度計画策定

市(土木)

7
河川・海岸の水
門等の自動閉鎖
化・遠隔操作化

1-2-15を再掲

8
ポンプ場・送水
場・排水機場等
の機能強化

1-2-14を再掲

9

海岸保全施設等
の整備

海岸の背後地や保安林等へ
の影響を防ぐため、海岸保
全施設の整備等による海岸
侵食対策を推進する。
百々～高松、池尻～越戸
整備対象区域延長15,100ｍ

池尻～越戸　整備
済離岸堤16基

調査 調査 調査 調査 調査 池尻～越戸　養
浜L=4,300ｍ（調
査により必要で
あれば）

県（建設部）

番号 アクション名 アクション内容
実施年度

事業主体

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値

現状値 目標値

事業主体
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10

ため池堤防の耐
震化の推進及び
ハザードマップ
の作成

防災重点ため池の耐震対策
を推進する。
破岩池耐震補強事業(県)を
促進する。

耐震調査21か所完
了、ハザードマッ
プ4か所作成完
了、破岩池耐震補
強事業実施（H27
年度）

耐震調査6か所
ハザードマップ
19か所作成
破岩池耐震補強
事業完了

― ― ― ―

耐震調査27か
所、ハザード
マップ23か所作
成完了、破岩池
耐震補強（H28年
度）

県（農林水産
部）

11
防災リーダー研
修の充実

1-1-14を再掲

12

ハザードマップ
の作成

内水については調査を行
い、ハザードマップの作
成、配布による周知を行
う。高潮については、愛知
県から公表された高潮浸水
想定に基づき、ハザード
マップを作成・配布による
周知を行う。

高潮浸水想定を防
災・減災お役立ち
ガイドに掲載
（H27年度）

―

内水調査実施 内水ハザード
マップ作成・配
布、周知

周知 周知 内水調査（H29年
度）
ハザードマップ
作成（H30年度）

市(防災)

1-4 大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生

28 29 30 31 32

1
避難勧告等の判
断基準の見直し

1-2-3を再掲

2
土砂災害防止法
に基づく基礎調
査

土砂災害防止法に基づく基
礎調査実施する。

H31年度までに基
礎調査　約400か
所実施

県（建設部）

3

ハザードマップ
の作成

避難経路等を示した土砂災
害ハザードマップの作成・
配布により、避難の重要性
等の住民への周知を図る。

土砂災害警戒区域
等を防災マップに
掲載(H26年度）

避難経路等の検
討、ハザード
マップ作成

避難経路等の検
討、ハザード
マップ作成

避難経路等の検
討、ハザード
マップ作成

避難経路等の検
討、ハザード
マップ作成

避難経路等の検
討、ハザード
マップ作成

市(土木、防
災)

1-5 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生 ※

28 29 30 31 32

1
避難勧告等の判
断基準の見直し

1-2-3を再掲

2

災害対策本部マ
ニュアル等の再
整備

本部マニュアル、避難所マ
ニュアル等、各種の防災マ
ニュアルの見直しを行うと
ともに、避難勧告等の判断
を迅速かつ的確に行うため
のタイムラインを作成す
る。

本部マニュアル
(H25.4）、避難所
マニュアル
(H27.4)見直し

本部マニュア
ル、避難所マ
ニュアル見直
し、タイムライ
ン作成、訓練実
施

本部マニュア
ル、避難所マ
ニュアル等の見
直し、訓練実施

本部マニュア
ル、避難所マ
ニュアル等の見
直し、訓練実施

本部マニュア
ル、避難所マ
ニュアル等の見
直し、訓練実施

本部マニュア
ル、避難所マ
ニュアル等の見
直し、訓練実施

マニュアル等を
基に訓練実施　1
回/年

市(防災ほか)

3
情報通信手段の
多重化

1-2-5を再掲

アクション内容
実施年度

事業主体

現状値番号 アクション名 目標値 事業主体

現状値 目標値

アクション内容
実施年度

アクション内容 現状値
実施年度

目標値 事業主体番号 アクション名

番号 アクション名

- 10 -



28 29 30 31 32

4

防災カメラの設
置

迅速かつ確実な情報収集を
行うため、防災カメラシス
テムの冗長化を行う。

無線化(H26年
度)、カメラ7台
（H26年度末）、3
台増設(H27年度）

カメラ2台増設

― ― ― ―

H28年度までに整
備完了

市(防災)

5

ハイブリッド防
災ラジオの検討

情報伝達手段の一つとし
て、マルチメディア放送を
活用したハイブリッド防災
ラジオの検討を行う。

―

ハイブリッド防
災ラジオの実証
実験、導入検討

市(防災)

6

非常用電源設備
の機能強化

市庁舎や消防署等の防災拠
点での非常用電源設備の機
能強化を図る。

非常用発電機稼働
時間　南庁舎
75h、北庁舎11h、
渥美支所5.5h、消
防署9h

維持管理、燃料
調達体制の検討

適正な維持管理 適正な維持管理 適正な維持管理 適正な維持管理 非常用発電機稼
働時間
消防署12h
（H32年度）

市(財政ほか)

民間の集客施設やバス停等
への避難案内表示の整備に
ついて依頼・調整を行う。

渥美線の全ての駅
で避難場所案内表
示

必要箇所の検
討、掲示依頼

掲示依頼 掲示依頼
市(防災、経
営、商工)

市コミュニティバスバス停
への避難案内表示を整備す
る。

2か所（総合体育
館、図書館）整備
（H27年度）

― ―
整備13か所

― ―
津波浸水想定区
域内バス停への
整備完了

市（経営、防
災）

8
避難行動要支援
者支援計画及び
個別計画の策定

1-2-9を再掲

9
防災意識啓発事
業の拡充

1-1-15を再掲

10
子ども防災教室
の実施

1-1-16を再掲

11
普通救命講習受
講者の拡大

1-1-17を再掲

12
小中学校等にお
ける避難訓練・
防災教育の充実

1-1-19を再掲

13
防災マップ等の
作成

1-2-25を再掲

14
帰宅支援ルート
マップの作成

1-2-26を再掲

15
ハザードマップ
の作成

1-3-12を再掲

7

避難案内表示の
整備・促進

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値 事業主体

- 11 -



28 29 30 31 32

16

企業防災の推進 田原臨海企業懇話会（防災
部会）を主体に、防災情報
の共有、帰宅困難者対策の
充実、人材育成等企業防災
活動を推進する。

防災研修会等の開
催2回/年
個別訓練・合同訓
練開催　各1回/年
企業版避難所の設
置1か所（H27年
度）

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

市(防災、企
業)、田原臨
海企業懇話会

17

継続した通信訓
練

臨海企業懇話会代表幹事会
社４社と、デジタル防災無
線の通信訓練を継続実施す
る。

通信訓練　2回/月
（H26年度）

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施
民間、市(防
災、企業)

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値 事業主体

- 12 -



2-1 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止 ※

28 29 30 31 32

1

避難所備品等の
整備

非常用食料等の備蓄、間仕
切り、簡易トイレ等避難所
備品・消耗品を整備する。

備蓄食糧126,782
食、備蓄飲料水
22,056 、マン
ホールトイレ・組
立トイレ807基、
簡易トイレ12,760
袋（H27.3）

食料40,000食
飲料水6,500 
簡易トイレ
8,500袋購入

食料40,000食
飲料水6,500 
簡易トイレ
8,500袋購入

食料40,000食
飲料水6,500 
簡易トイレ
8,500袋購入

食料40,000食
飲料水6,500 
簡易トイレ
8,500袋購入

食料40,000食
飲料水6,500 
簡易トイレ
8,500袋購入

食料160,000食
飲料水26,000 
（H29.3）

市(防災)

2

飲料水兼用耐震
性貯水槽の適正
管理

定期的な点検、計画的な補
修等、適正な維持管理を行
う。

耐震性貯水槽11か
所
補修　3基（H27年
度）

補修　4基
点検　7基

点検　11基 点検　11基 点検　11基 点検　11基 適正な維持管理

市(防災)

3

物資調達体制の
構築

物資の調達、輸送、受入に
ついて、関係者と調整し、
マニュアルを作成し訓練を
実施する。

物資提供、輸送、
集積拠点について
協定締結済み

マニュアル作成 訓練実施 訓練実施 訓練実施 訓練実施 マニュアルに基
づく訓練実施　1
回/年

市(防災)

4

応急給水計画の
見直し

応急給水計画の見直しを行
う。

応急給水計画改訂
（H24.4）
田原市水道事業基
本計画策定
（H28.3予定）

応急給水計画見
直し

応急給水計画見
直し

― ― ―

応急給水計画見
直し（H29年度）

市(水道)

5
ポンプ場・送水
場・排水機場等
の機能強化

1-2-14を再掲

6

上水道施設の耐
震化

老朽化した管路の更新に合
せ耐震化を推進する。

耐震適合性がある
管の割合（基幹管
路）16.9％
（H27.3)

配水管更新 配水管更新 配水管更新 配水管更新 配水管更新 耐震適合性があ
る管の割合（基
幹管路）100％
（H45年度）

市(水道)

7

豊川用水二期事
業

豊川用水の大規模地震対策
として、耐震対策工事を実
施するとともに幹線水路の
複線化を推進する。

平成11年度から実
施し幹線水路全体
の2/3が完成
東日本大震災を踏
まえた計画変更を
予定（H27年度）

本線水路の耐震
対策（大野道水
路、東部幹線水
路の耐震化及び
併設水路）

本線水路の耐震
対策（大野道水
路、東部幹線水
路の耐震化及び
併設水路）

本線水路の耐震
対策（大野道水
路、東部幹線水
路の耐震化及び
併設水路）

本線水路の耐震
対策（大野道水
路、東部幹線水
路の耐震化及び
併設水路）

本線水路の耐震
対策（大野道水
路、東部幹線水
路の耐震化及び
併設水路）

本線水路の耐震
化（大野道水
路、東部幹線水
路）3㎞（H42年
度）
併設水路の整備
（大野道水路併
設水路、東部幹
線水路併設水
路）30㎞（H41年
度）

水資源機構

目標値アクション内容

【２】大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる（それがなされない場合の必要な対応を含
む）

番号 アクション名
実施年度

事業主体現状値
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28 29 30 31 32

8
県道城下田原線
の整備

1-2-10を再掲

9

道路啓開・航路
啓開等のオペ
レーション計画
の策定

迅速な応急対策及び交通
ネットワーク等の早期啓開
や復旧作業に向けて、道路
啓開・航路啓開等のオペ
レーション計画の策定を行
う。

三河港ＢＣＰにお
いて、三河港内の
航路啓開、耐震岸
壁から緊急輸送道
路までの道路啓開
について検討。
航路啓開オペレー
ション計画を含む
伊勢湾ＢＣＰを策
定予定（H28.2)

国、県、市、
事業者

田原２号岸壁（耐震強化岸
壁）の機能強化(水深5.5m
→7.5mへ)を推進する。

田原埠頭2号岸壁
（-5.5ｍ）耐震化

田原埠頭2号岸
壁増深（-7.5
ｍ）要望

設計 工事 工事 工事 H33年度までに田
原埠頭2号岸壁増
深予定

県（建設部）

神野地区耐震強化岸壁（-
12ｍ）整備工事の早期完成

神野地区耐震強化
岸壁（-12ｍ）整
備工事継続実施
（H25年度～）

神野地区耐震強
化岸壁(-12ｍ）
整備工事継続実
施

神野地区耐震強
化岸壁（-12
ｍ）完成予定

― ― ―

神野地区耐震強
化岸壁（-12ｍ）
完成（H29年度）

国

11
備蓄食糧の啓発 乳幼児、アレルギー児を持

つ家庭に向けて、啓発を行
う。

乳幼児健診等で啓
発

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施
市(健康)

2-2 多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発生

28 29 30 31 32

1
情報通信手段の
多重化

1-2-5を再掲

2

ヘリ離着陸適地
の選定等

孤立の可能性がある集落に
おいて、ヘリコプター離着
陸敵地の検討を行う。

孤立危険地域
堀切町、日出町、
伊良湖町、西山
町、亀山町、小中
山町、中山町、白
谷町（H27.4）

現状把握
候補地検討

― ― ― ―

H28年度までに候
補地検討

市(防災)

2-3 自衛隊、警察、消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足

28 29 30 31 32

1

受援体制の整備 他自治体、民間事業者等と
協力体制の構築を行う。

県が愛知県広域受
援計画策定予定
（H28.3）

協定先等との連
絡体制の見直
し、受援計画策
定

― ― ― ―

受援計画策定
（H28年度）

市(防災ほか)

実施年度
現状値

実施年度

アクション内容

目標値 事業主体

事業主体アクション内容 現状値 目標値

番号 アクション名 アクション内容

番号 アクション名

10

公共埠頭の機能
強化

現状値
実施年度

番号 アクション名 目標値 事業主体
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28 29 30 31 32

2 合同訓練の実施 1-1-1を再掲

3

防災活動拠点の
機能強化

防災拠点として、地域バラ
ンスに応じ、消防署、分署
を配置し、併せて人員体制
の強化を図る。

消防本部25人、消
防署46人、赤羽根
分署17人、渥美分
署31人

体制の強化 体制の強化 体制の強化 体制の強化 体制の強化 条例定数の枠内
（126人）で増強

市(消防)

4 消防団員の確保 1-1-3を再掲

5

消防団詰所等の
整備

消防団詰所・車庫は、建物
の老朽化対策、待機空間の
確保、津波浸水想定区域外
への移設等、活動環境の整
備を行うとともに、装備品
の充実など、消防団の充実
を図る。

10分団22施設
津波浸水想定区域
内の消防団詰所・
車庫　2施設
（H27.4)

福江分団3号車
詰所・車庫移設

伊良湖岬分団2
号車詰所・車庫
移設
伊良湖岬分団1
号車詰所・車庫
新設

東部分団1号車
詰所・車庫新設
野田分団1号車
詰所・車庫新設

福江分団1号車
詰所・車庫新設
福江分団2号車
詰所・車庫新設

神戸分団2号車
詰所・車庫新設
東部分団2号車
詰所・車庫新設

浸水想定区域内
の詰所・車庫
は、H29年度まで
に移設、その他
は計画的に実施

市(消防)

6

消防車両等の整
備更新

消防車両等について計画的
な整備更新を図る。

全車両34台 救急2号車（消
防署）更新

資材搬送車（消
防署）、タンク
車（赤羽根分
署）更新

査察車（消防
課）、指令車
（赤羽根分
署）、救急1号
車（渥美分署）
更新

広報3号車（消
防課）、救急1
号車、水難救助
車（消防署）、
広報1号車（渥
美分署）更新

救助工作車（消
防署）、泡原液
搬送車、資材搬
送車（渥美分
署）更新

消防車27台
救急車5台を計画
的に更新

市(消防)

7

消防団車両の整
備更新

消防団車両について計画的
な整備更新を図る。

全車両25台 神戸分団1号車
更新

南部分団2号
車、童浦分団2
号車、赤羽根分
団1号車・3号車
更新

童浦分団1号
車、泉分団2号
車更新

神戸分団2号車
更新

東部分団1号車
更新

消防ポンプ自動
車14台、小型動
力ポンプ付積載
車11台を計画的
に更新

市(消防)

8
自主防災施設等
の整備支援

自主防災会等への防災資機
材整備に対し必要な支援を
行う。

防災備品等購入支
援（補助率2/3、
上限30万円）

継続 継続 継続 継続 継続 継続
市(防災)

9

企業防災力の強
化

企業が保有する人的・物的
資源（産業医、重機等資機
材）を活用した救助・救護
活動等を強化する（協定等
の締結）。

包括協定（人的・
物的支援）の締結
数1事業所（H26年
度）

2事業所と締結

― ― ― ―

3事業所と締結
（H28年度） 市(企業、防

災)、田原臨
海企業懇話会

2-4 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶

28 29 30 31 32

1
非常用電源設備
の機能強化

1-5-6を再掲

2

燃料供給体制の
構築

非常用電源設備用燃料や、
緊急通行車両用燃料の調達
方法等について検討を行
う。

石油業協同組合と
燃料の優先供給に
ついて協定締結
（H15.4)

受援計画策定、
各種マニュアル
見直しの中で検
討

― ― ― ―

H28年度に調達方
法等検討 市(財政、防

災)

現状値
実施年度

目標値 事業主体番号 アクション名

アクション内容

アクション内容

現状値
実施年度

目標値 事業主体番号 アクション名
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28 29 30 31 32

3
道路の災害対策
の推進

防災拠点等から緊急輸送道
路への接続道路等の災害対
策を推進する。

―
現状把握 災害対策の検討 災害対策の検討

― ― 県、市(土木課)

2-5 想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者の発生による混乱

28 29 30 31 32

1
道路の災害対策
の推進

2-4-3を再掲

2
帰宅支援ルート
マップの作成

1-2-26を再掲

3 企業防災の推進 1-5-16を再掲

2-6 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能の麻痺 ※

28 29 30 31 32

1

医師確保修学資
金等貸与事業

市内の公的病院である二次
救急医療病院に医師として
従事する意思のある者に対
し、修学資金を貸与し、地
域医療における医師の確保
を図る。

貸与者7名
延べ10名（H27年
度）

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 勤務した医師数
延べ7名

市(健康)

2

医師会等との連
携

初動時の医療体制確保のた
め、三師会との連携強化を
図る。

協定締結（医師会
H23.3、歯科医師
会H24.12、薬剤師
会H24.5）
継続的な協議

継続 継続 継続 継続 継続 継続

市(健康)

3

訓練の実施 トリアージや応急手当の訓
練、派遣要請の伝達訓練な
どの訓練を充実させ、医療
体制の強化を図る。

三師会参加の総合
防災訓練
救急病院とのトリ
アージ訓練
県との伝達訓練

継続実施
訓練内容の充実

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

市(健康)

実施年度
現状値 目標値

番号 アクション名 アクション内容
実施年度

事業主体

事業主体現状値

アクション内容

アクション内容 現状値
実施年度

目標値番号 アクション名

番号 アクション名

事業主体

目標値
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28 29 30 31 32

4

災害時看護師等
ボランティアの
登録

災害時看護師等ボランティ
アを募集するとともに、継
続的な研修会等の開催を通
じて育成を図る。

看護師等ボラン
ティア登録数28人
（H27.10）
研修会2回
身分保障等の見直
し

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

市(健康)

5
医薬品等調達体
制の整備

医薬品等が不足した場合に
備え、関係機関と連携し調
達体制を整備する。

備蓄医薬品の管理
関係機関との継続
的な協議

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施
市(健康、防
災)、県

6
輸送体制の検討 災害時に、患者の搬送、要

配慮者の福祉避難所への搬
送体制等の検討を行う。

―
関係者で搬送体
制の検討

継続 継続 継続 継続
市(健康、防
災)

7
道路の災害対策
の推進

2-4-3を再掲

8

社会福祉施設等
の高台移転等

集落の移転を伴わない高台
移転等の支援について検討
する。

浸水区域内の診療
所数8か所、福祉
施設12か所
（H27.10)

支援方法等の検
討

継続 継続 継続 継続
市(防災、地
福)、県

緊急輸送道路等主要幹線道
路と市内各拠点間を結ぶ主
要道路を整備する。

500ｍ/年程度の
改良整備

500ｍ/年程度の
改良整備

500ｍ/年程度の
改良整備

500ｍ/年程度の
改良整備

500ｍ/年程度の
改良整備 市(土木)

半島を縦貫する幹線道路等
の整備を検討する。

国、県、市

10

健康に関する防
災知識の普及啓
発

要医療者や妊婦、乳幼児へ
の防災教育の普及を推進す
るとともに、感染予防、ス
トレス等の災害時の健康管
理に関する知識の普及を図
る。

乳幼児健診、老人
クラブ等での啓発

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

市(健康)

11

高齢者の体力維
持の推進

高齢者の運動教室等を開催
し、運動器の機能維持・向
上を図ることで、災害時の
避難行動に支障が生じない
よう努める。

65歳以上の高齢者
延べ8,095人

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

市(高福)

12
企業防災力の強
化

2-3-9を再掲

2-7 被災地における疫病・感染症等の大規模発生

28 29 30 31 32

1
避難所備品等の
整備

2-1-1を再掲

事業主体目標値

幹線道路の整備

現状値

救急医療病院まで
の所要時間
二次　平均32.4分
三次　平均52.2分

9

番号

アクション名 アクション内容
実施年度

救急医療病院ま
での所要時間
二次、三次とも
時間短縮

番号

アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値 事業主体
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28 29 30 31 32

2
下水道ＢＣＰの
策定

被災時に早期に機能回復が
図れるよう、下水道ＢＣＰ
を策定する。

簡易版下水道BCP
策定（H27.2） ― ― ― ―

下水道BCP策定 下水道BCP策定
（H32年度） 市(下水)

3

汚水処理施設の
機能強化

汚水処理施設における非常
用電源の確保や防水対策等
を実施する。

浸水想定区域内に
7施設、内3施設で
浸水対策済み
（H26年度）

浸水対策1施設

― ― ― ―

対策実施率57％
（H32年度）

市(下水)

4

災害時保健活動
マニュアルの改
訂

災害時の保健活動を迅速・
的確に行うため、災害時保
健活動マニュアルの改訂を
行う。

「災害時保健活動
マニュアル」改訂
（H27年度）

マニュアルに基
づいた訓練実施

マニュアルに基
づいた訓練実施

マニュアルに基
づいた訓練実施

マニュアルに基
づいた訓練実施

マニュアルに基
づいた訓練実施

市(健康)

5
市民等への啓発 老人クラブや団体等で、災

害時の環境整備や感染症対
策等の知識啓発を行う。

乳幼児健診、老人
クラブ等での啓発

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施
市(健康)

6
予防・防疫体制
の構築

衛生上問題となる箇所の把
握と、早期に消毒が実施で
きる体制づくりを行う。

―
箇所把握と体制
づくりの検討

継続 継続
― ― 市(環境)

7
遺体収容体制等
の構築

遺体安置所の確保を始め、
葬祭業者とも連携し遺体収
容体制を構築しておく。

遺体取扱訓練１回
/年（H26年度）

訓練１回/年 訓練１回/年 訓練１回/年 訓練１回/年 訓練１回/年 訓練１回/年
市(環境)・事
業者

8
応急仮埋葬場所
選定

応急仮埋葬を行う場所を予
め検討しておく。

―
場所検討

― ― ― ―
市(環境、防
災)

番号 アクション名 アクション内容 目標値 事業主体現状値
実施年度
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3-2 地方行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 ※

28 29 30 31 32

1
災害対策本部マ
ニュアル等の再
整備

1-5-2を再掲

2
職員研修の開催 職員が防災に関する知識を

取得し、判断・行動ができ
るように職員研修を行う。

新規採用職員を対
象とした研修を毎
年開催

研修会開催2回
対象：新規採用
職員、全職員

研修会開催1回
対象：新規採用
職員

研修会開催2回
対象：新規採用
職員、全職員

研修会開催1回
対象：新規採用
職員

研修会開催2回
対象：新規採用
職員、全職員

研修会1回以上／
年

市(人事、防
災)

3
非常用電源設備
の機能強化

1-5-6を再掲

4
燃料供給体制の
構築

2-4-2を再掲

5

電気自動車及び
急速充電器等の
導入

災害拠点施設(本庁・支所
等)に電気自動車等を配備
し、避難所等への非常用電
力として活用する。

ＰＨＶ1台
普通充電器3基 市(環境、財

政)

6

公共施設等の予
備電源設備の整
備

公共施設等の非常電源確保
のため、太陽光発電システ
ム及び蓄電池の設置を検討
する。

田原福祉専門学校
（福祉避難所）蓄
電池設置実施設計
（H27年度）

蓄電池設置工事 太陽光発電シス
テムのある避難
所への蓄電池設
置検討

太陽光発電シス
テムのある避難
所への蓄電池設
置検討

太陽光発電シス
テムのある避難
所への蓄電池設
置検討

太陽光発電シス
テムのある避難
所への蓄電池設
置検討

市(文生、環
境)

7

協定避難所の整
備

旅館業組合等と連携した避
難所の確保・充実を図るた
め、その仕組及び支援措置
について検討する。

―

旅館組合と検討
協定締結に向け
調整

― ― ― ―

旅館組合と協定
締結（H28年度） 市(防災、商

工)・事業者

番号 アクション名 アクション内容
実施年度

事業主体現状値 目標値

【３】大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する
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4-1 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止

28 29 30 31 32

1
非常用電源設備
の機能強化

1-5-6を再掲

2
燃料供給体制の
構築

2-4-2を再掲

3

基幹システム等
のクラウド化

庁舎等の被災時における重
要データ保管のため、基幹
システム等のクラウド化を
検討する。

近隣市町村が現在
利用している自治
体クラウドの更新
時期に合わせ検討
して行く。

― ―

共同利用による
自治体クラウド
を検討

共同利用による
自治体クラウド
を検討

共同利用による
自治体クラウド
を検討

平成33年度以降
の自治体クラウ
ド導入を検討す
る。

市(総務)

4
情報通信手段の
多重化

1-2-5を再掲

5
継続した通信訓
練

1-5-17を再掲

目標値 事業主体

【４】大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する

番号 アクション名 現状値アクション内容
実施年度
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5-1 サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下 ※

28 29 30 31 32

1 高潮対策の検討 1-3-2を再掲

2

企業（個社）Ｂ
ＣＰ作成支援

個社ＢＣＰ策定に向け、研
修会等の開催・派遣、その
他必要な支援を行う。

研修会開催0回/年
研修会の斡旋3回/
年
BCP策定情報の提
供　随時（H27年
度）

研修会開催1回/
年
その他は継続実
施

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 研修会開催1回/
年
研修会への斡旋3
回/年
BCP策定情報の提
供　随時

市(企業)、
国、大学

3
道路の災害対策
の推進

2-4-3を再掲

4

道路啓開・航路
啓開等のオペ
レーション計画
の策定

2-1-9を再掲

5-2 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停止

28 29 30 31 32

1
道路の災害対策
の推進

2-4-3を再掲

5-3 コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等

28 29 30 31 32

1
石油コンビナー
ト等防災計画の
見直し

石油コンビナート等防災計
画の見直しを行う。

年1回見直し 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施
市(防災、消
防)、県

2
不適合屋外タン
クの耐震化

耐震基準不適合である準特
定屋外タンクについて、耐
震化を促進する。

不適合屋外タンク
数　2基（H27.4）

耐震化実施
― ― ― ―

不適合屋外タン
ク数　0基
（H29.3）

事業者、市
(消防)

5-4 海上輸送の機能の停止による海外貿易への甚大な影響

28 29 30 31 32

1
公共埠頭の機能
強化

2-1-10を再掲

2

港湾ＢＣＰの策
定

「三河港BCP協議会」を組
織し、港湾機能継続に関す
る取組を定期的かつ継続的
に実施していく。

H27.3三河港ＢＣ
Ｐ策定、三河港Ｂ
ＣＰ協議会設置・
取組実施

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

国、県、市

実施年度
事業主体現状値 目標値

目標値 事業主体

実施年度

【５】大規模自然災害発生直後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない

事業主体現状値 目標値

事業主体番号

番号

目標値

実施年度

アクション内容

アクション名 アクション内容

アクション名

番号 アクション名 アクション内容

アクション内容

現状値

番号 アクション名

現状値
実施年度
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28 29 30 31 32

3

道路啓開・航路
啓開等のオペ
レーション計画
の策定

2-1-9を再掲

5-5 基幹的陸上海上交通ネットワークの機能停止

28 29 30 31 32

1

太平洋新国土軸
の整備促進

東西物流の輸送力の強化並
びに災害時の相互補完ルー
トとして浜松三ヶ日・豊橋
道路、三遠伊勢連絡道路の
整備を促進する。

整備要望 整備要望 整備要望 整備要望 整備要望 整備要望 浜松三ヶ日・豊
橋道路の早期事
業化 市→国、県

2

広域幹線道路網
の整備促進

災害時の復旧・復興ルート
として、また地域産業を支
える物流ルート、観光・地
域間交流としての「東三河
１時間交通圏」の確立を目
指し、広域幹線道路網の整
備を促進する。

整備要望 整備要望 整備要望 整備要望 整備要望 整備要望 半島先端部から
高速道路ＩＣま
での所要時間1時
間 市→県

整備要望 整備要望 整備要望 整備要望 整備要望 整備要望
市→県（建設
部）

―

田原市道路整備
計画策定

計画に基づき実
施

計画に基づき実
施

計画に基づき実
施

計画に基づき実
施 市（土木）

4
緊急輸送道路の
橋梁の耐震化の
推進

緊急輸送道路における重要
な橋梁について橋梁本体の
耐震補強を推進する。

H35年度までに2
橋の耐震化実施 県（建設部）

5

道路整備計画等
の策定

人口減少、巨大災害、イン
フラ老朽化など危機的状況
に適応する都市構造構築に
向け、市全域の道路体系を
見直し、整備目標、方針の
決定、整備プログラムの策
定を行う。

道路の基礎的な情
報収集及び整理に
着手

田原市道路整備
計画策定

― ― ― ―

田原市道路整備
計画策定（H28年
度）

市(土木課)

6
公共埠頭の機能
強化

2-1-10を再掲

7
港湾ＢＣＰの策
定

5-4-2を再掲

実施年度

アクション内容

番号 アクション名 事業主体現状値 目標値アクション内容

3

地域幹線道路の
整備

豊橋市、浜松市との連携強
化を図るため、国道259
号、国道42号、主要地方道
豊橋渥美線を都市間連携軸
として位置付け、既存道路
の改良、整備により都市間
の交通改善を図る。

半島先端部から
市境までの所要
通行時間10分短
縮

事業主体番号 アクション名 現状値
実施年度

目標値
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28 29 30 31 32

8

道路啓開・航路
啓開等のオペ
レーション計画
の策定

2-1-9を再掲

9
災害時における
地域モビリティ
の確保

災害時における公共交通関
係者等との連携・協力体制
の構築

―
検討組織におけ
る協議

継続 継続
協定の締結

継続 継続 協定締結（H30年
度）

市（防災、経
営）、民間

5-7 食料等の安定供給の停滞

28 29 30 31 32

1

農業基盤等の整
備

農村の総合的な振興整備を
図る。

農業基盤整備
大草・高松地区
55％
東部地区29％

排水路整備
L=1,248ｍ

道路整備
L=419m

道路整備
L=870m

道路整備
L=335m
排水路整備
L=210m

道路整備
L=590m
排水路整備
L=430m

進捗率
大草・高松地区
100％
東部地区84％

市(農政)

2
公共埠頭の機能
強化

2-1-10を再掲

事業主体番号 アクション名 アクション内容
実施年度

目標値現状値

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値 事業主体
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6-1 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油・ＬＰガスサプライチェーンの機能の停止

28 29 30 31 32

1

受援体制の整備 他自治体、民間事業者等と
協力体制の構築を行う。

県が愛知県広域受
援計画策定予定
（H28.3）

協定先等との連
絡体制の見直
し、受援計画策
定

― ― ― ―

受援計画策定
（H28年度）

市(防災ほか)

2
燃料供給体制の
構築

2-4-2を再掲

6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止

28 29 30 31 32

1
応急給水計画の
見直し

2-1-4を再掲

2 応援体制の整備 6-1-1を再掲

3
ポンプ場・送水
場・排水機場等
の機能強化

1-2-14を再掲

4

復旧用資材確保 復旧用資機材等の確保につ
いて検討を行う。

上下水道工事業協
同組合と上下水道
災害応援に関する
協定締結
（H16.4）

検討 検討 検討

― ― 市(水道)

5
上水道施設の耐
震化

2-1-6を再掲

6
豊川用水二期事
業

2-1-7を再掲

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止

28 29 30 31 32

1
下水道ＢＣＰの
策定

2-7-2を再掲

2
汚水処理施設の
機能強化

2-7-3を再掲

3
避難所備品等の
整備

2-1-1を再掲

事業主体現状値 目標値

番号 アクション名 アクション内容
実施年度

事業主体現状値 目標値

番号 アクション名 アクション内容
実施年度

【６】大規模自然災害発生直後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、燃料、交通ネット
ワーク等を確保するとともに、これらの早期復旧を図る

番号 事業主体アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値
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6-4 地域交通ネットワークが分断する事態

28 29 30 31 32

1
道路整備計画等
の策定

5-5-5を再掲

2
県道城下田原線
の整備

1-2-10を再掲

3
緊急輸送道路の
橋梁の耐震化の

5-5-4を再掲

4
公共埠頭の機能
強化

2-1-10を再掲

5
港湾ＢＣＰの策
定

5-4-2を再掲

6

道路啓開・航路
啓開等のオペ
レーション計画
の策定

2-1-9を再掲

6-5 異常渇水等により用水の供給の途絶

28 29 30 31 32

1

緊急水源井戸の
適正管理

定期的な点検、水質検査
等、適正な維持管理を行
う。

緊急水源井戸4か
所
定期点検　4施設
水質検査　4施設

継続 継続 継続 継続 継続 適正な維持管理

市(水道)

2

ため池堤防の耐
震化の推進及び
ハザードマップ
の作成

1-3-10を再掲

番号

アクション名 アクション内容

実施年度

番号 現状値

アクション名 アクション内容

実施年度
事業主体

事業主体現状値 目標値

目標値
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7-1 住宅地での大規模火災の発生

28 29 30 31 32

1
耐震性防火水槽
の整備

1-1-2を再掲

2 消防団員の確保 1-1-3を再掲

3
消防団詰所等の
整備

2-3-5を再掲

4 公園緑地の整備 1-1-12を再掲

5
狭あい道路の解
消

1-1-13を再掲

6

農業用燃料タン
クの流出防止対
策検討

「震災対応型油漏れ防止機
能付き重油貯蔵タンク」の
補助制度創設の要望等を検
討する。

津波浸水想定区域
内の農業用燃料タ
ンク1,701本
（H27.10）

補助制度創設を
検討・要望

補助制度創設を
要望

補助制度創設を
要望

補助制度創設を
要望

補助制度創設を
要望

補助制度の創設
市(農政、防
災)→県

7
防災リーダー研
修の充実

1-1-14を再掲

8
自主防災会の充
実強化

2-3-8を再掲

7-2 海上・臨海部の広域複合災害の発生

28 29 30 31 32

1
石油コンビナー
ト等防災計画の
見直し

5-3-1を再掲

2
公共埠頭の機能
強化

2-1-10を再掲 国、県

3
河川・海岸堤防
の耐震化等の推
進

1-2-11を再掲

4
漁港等の整備(市
管理施設)

1-2-12を再掲

5 水閘門の耐震化 1-2-13を再掲

6
ポンプ場・送水
場・排水機場等
の機能強化

1-2-14を再掲

番号

アクション内容アクション名

アクション名 現状値

事業主体

アクション内容
実施年度

目標値

現状値番号
実施年度

【７】制御不能な二次災害を発生させない

事業主体

目標値
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28 29 30 31 32

7

漂流物対策 コンテナ、自動車、船舶、
石油タンク等の流出防止対
策を推進する。

コンテナヤード周
辺にガードレール
等の流出防止柵を
設置

対策検討 対策検討 対策検討 対策検討 対策検討
県、市(防
災、企業)

8
農業用燃料タン
クの流出防止対
策の検討

7-1-6を再掲

7-3 沿線・沿道の建物倒壊による直接的な被害及び交通麻痺

28 29 30 31 32

1
通行障害建築物
の耐震化

通行障害建築物の耐震化を
推進する。

通行障害建築物30
棟（H27.3）

耐震診断、耐震
化支援

耐震診断、耐震
化支援

耐震診断、耐震
化支援

耐震診断、耐震
化支援

耐震診断、耐震
化支援

75％減（H32年
度）

市(建築)、県

2
ブロック塀等耐
震改修工事費助
成の推進

1-1-11を再掲

7-4 ため池、防災施設等の損壊・機能不全による二次災害の発生

28 29 30 31 32

1

ため池堤防の耐
震化の推進及び
ハザードマップ
の作成

1-3-10を再掲

2
ポンプ場・送水
場・排水機場等
の機能強化

1-2-14を再掲

7-6 農地・森林等の荒廃による被害の拡大

28 29 30 31 32

1
農業水利施設等
の保全管理

土地改良施設の適正管理 揚水機場等254か
所の維持管理

継続 継続 継続 継続 継続 揚水機場254か所
等の維持管理

土地改良区

2
農業基盤等の整
備

5-7-1を再掲

3
森林の保全管理 地域が一体となって森林の

保全管理をする意識の向上
を図る。

間伐、草刈り、道
路補修

継続 継続 継続 継続 継続 間伐、草刈り、
道路補修

県、市、地権
者、自治会

4
土砂災害防止施
設の整備

1-4-2を再掲

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

番号

目標値

目標値アクション名
実施年度

事業主体

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

番号

事業主体

目標値

アクション内容 現状値

事業主体

目標値 事業主体アクション名 アクション内容 現状値
実施年度
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8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態

28 29 30 31 32

1 受援体制の整備 6-1-1を再掲

8-2

28 29 30 31 32

1 受援体制の整備 6-1-1を再掲

2
震災復興都市計
画模擬訓練の実
施

県開催の模擬訓練参加や訓
練実施により職員のスキル
アップを図る。

模擬訓練参加
　1回/年（H27年
度）

継続 継続 継続 継続 継続 継続
県（建設部）

3

要配慮者支援体
制の整備

介護等の広域的な支援要請
を行うことができる体制を
整える。

市内事業所にガイ
ドラインを配布。
地域外の団体との
連携の必要性を周
知。
（H27年度）

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

市(地域、高
齢)

4

ボランティア
コーディネー
ターの養成

市民及び次世代を担う若者
(高校生等)を対象に、ボラ
ンティアコーディネーター
を育成する。

高校生・一般市民
を対象とした養成
講座を開催

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施
社会福祉協議
会、市(防災)

5

応急危険度判定
士の養成

応急危険度判定士及び被災
宅地危険度判定士の登録者
数を増やすとともに、判定
実施体制の整備を図る。

市職員の登録数
応急危険度判定士
14名
被災宅地危険度判
定士16名
（H27.12）

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 毎年3名以上の判
定士の登録

市(建築、防
災)

6

教員の防災意識
向上

児童・生徒への防災教育の
主たる担い手である教員の
防災意識の向上を図る。

防災教育指導者研
修会参加　中学校
区で1名　計7名
（H27年度）

継続 継続 継続 継続 継続 継続

県、市(学教)

7 企業防災の推進 1-5-16

8-3 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事態

28 29 30 31 32

1
集会所等の耐震
化

1-1-10を再掲

現状値

アクション内容

実施年度

番号

現状値

道路啓開等の復旧・復興を担う人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術者等）の不足により復旧・復興が大幅に遅れる事態

アクション名

番号 アクション名

目標値番号 アクション名 アクション内容

目標値
実施年度

現状値アクション内容
実施年度

目標値

事業主体

事業主体

【８】大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備する

事業主体
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28 29 30 31 32

2

地域コミュニ
ティ団体による
防災活動の推進

コミュニティ連合会・コ
ミュニティ協議会等による
防災対策研修等の開催を通
じて、地域防災力の向上を
図る。

先進活動事例（自
主防災会）視察研
修（H27年度）

研修会開催

―

研修会開催

―

研修会開催 研修会開催1回/2
年

市(市協)・コ
ミュニティ

3

自主防災会重点
支援地区活動の
実施

重点地区を指定し、各地区
が実施する防災啓発・施設
整備・訓練等に関し支援す
る(PDCA重点地区活動)。

PDCA重点地区活動
支援（若戸・福江
校区）

PDCA重点地区活
動支援（2ｺﾐｭﾆ
ﾃｨ協議会）

PDCA重点地区活
動支援（2ｺﾐｭﾆ
ﾃｨ協議会）

PDCA重点地区活
動支援（2ｺﾐｭﾆ
ﾃｨ協議会）

PDCA重点地区活
動支援（2ｺﾐｭﾆ
ﾃｨ協議会）

PDCA重点地区活
動支援（2ｺﾐｭﾆ
ﾃｨ協議会）

継続実施

市(防災)

4
自主防災施設等
の整備支援

2-3-8を再掲

5

防災キャンプの
実施

小学生を対象に、学校と連
携をして防災教育及び体育
館等(避難所)への宿泊体験
をする防災キャンプ事業を
実施する。

防災キャンプ実施
校数　7校（H24年
度～）

継続 継続 継続 継続 継続 継続実施

市(防災、学
教)

8-4

28 29 30 31 32

1 復旧用資材確保 6-2-4を再掲

2
災害時における
地域モビリティ
の確保

5-5-9を再掲

3
緊急輸送道路の
橋梁の耐震化の
推進

5-5-4を再掲

4
河川・海岸堤防
の耐震化等の推
進

1-2-11を再掲

5
漁港等の整備(市
管理施設)

1-2-12を再掲

6
水閘門の耐震化

1-2-13を再掲

7
ポンプ場・送水
場・排水機場等
の機能強化

1-2-14を再掲

地籍調査28.5％
（現在休止中）

― ― ― ― ― ― 県、市(土木)

都市部官民境界基

本調査　1.52km2
延べ2.57km2 延べ3.47km2 ― ― ― 3.47km2（H29年

度）
国

基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態

事業主体番号 アクション名

事業主体

実施年度

目標値

アクション内容 目標値現状値

8

地籍調査等の推
進

土地境界等を明確にしてお
くため、地籍調査や都市部
官民境界基本調査を推進す
る。

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度
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8-5

28 29 30 31 32

1
ポンプ場・送水
場・排水機場等
の機能強化

1-2-14を再掲

2
河川・海岸堤防
の耐震化等の推
進

1-2-11を再掲

3
漁港等の整備(市
管理施設)

1-2-12を再掲

4 水閘門の耐震化 1-2-13を再掲

5

ため池堤防の耐
震化の推進及び
ハザードマップ
の作成

1-3-10を再掲

6
ハザードマップ
の作成

1-3-12を再掲

番号 アクション名 アクション内容 現状値
実施年度

目標値 事業主体

広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害の発生により復旧・復興が大幅に遅れる事態
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